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１１．．収収益益的的収収入入及及びび支支出出

収　　入

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額 合　　計

第１款　 下 水 道 事 業 収 益 2,325,113,000 26,190,000 0 2,351,303,000

　　第１項 営 業 収 益 1,781,639,000 5,000,000 0 1,786,639,000

　　第２項 営 業 外 収 益 530,983,000 0 0 530,983,000

　　第３項 特 別 利 益 12,491,000 21,190,000 0 33,681,000

支　　出

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

予
備
費
支
出
額

流 　 用
増 減 額

地方公営
企業法第
24条第３
項の規定
に よ る
支 出 額

小　　計

第１款　 下 水 道 事 業 費 用 2,136,519,000 △ 3,288,000 0 0 0 2,133,231,000

　　第１項 営 業 費 用 1,956,288,000 △ 3,288,000 0 0 0 1,953,000,000

　　第２項 営 業 外 費 用 174,430,000 0 0 0 0 174,430,000

　　第３項 特 別 損 失 4,801,000 0 0 0 0 4,801,000

　　第４項 予 備 費 1,000,000 0 0 0 0 1,000,000

区　　　分
地 方 公 営 企 業 法 第 24 条
第 ３ 項 の 規 定 に よ る 支
出 額 に 係 る 財 源 充 当 額

区　　　分

令和５年度　筑紫野市

予　　　算　　　額

予　　　算　　　額
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（単位：円）

2,358,118,488 6,815,488

1,796,815,990 10,176,990
 （うち、仮受消費税及び地方消費税

151,860,949円）

524,604,784 △ 6,378,216
 （うち、仮受消費税及び地方消費税

438円）

36,697,714 3,016,714
 （うち、仮受消費税及び地方消費税

3,316,119円）

（単位：円）

地方公営
企業法第
26条第２
項の規定
に よ る
繰 越 額

合　　計 決　算　額

地方公営
企業法第
26条第２
項の規定
に よ る
繰 越 額

不　用　額 備　　　　　考

0 2,133,231,000 2,078,957,891 0 54,273,109

0 1,953,000,000 1,910,627,697 0 42,372,303
 （うち、仮払消費税及び地方消費税

85,317,271円）

0 174,430,000 163,664,254 0 10,765,746

 （うち、仮払消費税及び地方消費税
86,572円）

（消費税及び地方消費税納付額
59,012,300円）

0 4,801,000 4,665,940 0 135,060
 （うち、仮払消費税及び地方消費税

356,644円）

0 1,000,000 0 0 1,000,000

　下水道事業決算報告書（税込）

決　　算　　額
予　算　額　に　比　べ
決　算　額　の　増　減

備　　　　　考
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２２．．資資本本的的収収入入及及びび支支出出

収　　入

　　　　　　予　　　算　　　額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額

地方公営
企業法第
26条の規
定による
繰越額に
係る財源
充 当 額

継続費逓
次繰越額
に係る財
源充当額

623,278,000 △ 103,500,000 519,778,000 0 0

第１項 企 業 債 259,000,000 △ 96,600,000 162,400,000 0 0

第２項 補 助 金 58,500,000 △ 6,900,000 51,600,000 0 0

第３項 負 担 金 305,777,000 0 305,777,000 0 0

第４項 固定資産売却代金 1,000 0 1,000 0 0

支　　出

　　　　　　予　　　算　　　額

当 初 予 算 額 補 正 予 算 額
流 用
増 減 額

小　　計

地方公営
企業法第
26条の規
定による
繰 越 額

継続費逓
次繰越額

1,037,824,000 △ 90,583,000 0 947,241,000 0 0

第１項 建 設 改 良 費 403,536,000 △ 90,583,000 0 312,953,000 0 0

第２項 企 業 債 償 還 金 634,288,000 0 0 634,288,000 0 0

○資本的収入額が資本的支出額に不足する額414,629,696円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額

第１款 　資 本 的 支 出

区　　　分 小　　　計

第１款 　資 本 的 収 入

区　　　分
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（単位：円）

合　　計 決　算　額

519,778,000 523,899,880

162,400,000 162,400,000

51,600,000 51,600,000

305,777,000 309,899,880

1,000 0

（単位：円）

合　　計 決　算　額

地方公営
企業法第
26条の規
定による
繰 越 額

継続費逓
次繰越額

合　　計 不　用　額 備　　　　　考

947,241,000 938,529,576 4,700,000 0 4,700,000 4,011,424

312,953,000 304,242,495 4,700,000 0 4,700,000 4,010,505
 （うち、仮払消費税及び地方消費税

24,613,711円）

634,288,000 634,287,081 0 0 0 919

11,009,673円、損益勘定留保資金101,788,023円、減債積立金301,832,000円で補てんした。

4,121,880

備　　　　　考

△ 1,000

予　算　額　に　比　べ

決　算　額　の　増　減

0

4,122,880

0

翌 年 度 繰 越 額

 （うち、仮受消費税及び地方消費税　　　　　0円）
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（単 位 ： 円）

１１．．営営　　　　業業　　　　収収　　　　益益

(1) 下 水 道 使 用 料 1,518,602,267

(2) 他 会 計 負 担 金 125,690,000

(3) 受 託 事 業 収 益 0

(4) そ の 他 営 業 収 益 662,774 1,644,955,041

２２．．営営　　　　業業　　　　費費　　　　用用

(1) 管 渠 費 29,523,004

(2) 受 託 事 業 費 0

　(3)
流域下水道維持管理
負 担 金

794,643,685

(4) 業 務 費 20,258,182

(5) 総 係 費 77,688,150

(6) 減 価 償 却 費 869,776,772

(7) 資 産 減 耗 費 33,420,633 1,825,310,426

営 業 損 失 △ 180,355,385

３３．．営営　　  業業  　　外外  　　収収  　　益益

(1) 受取利息及び配当金 0

(2) 長 期 前 受 金 戻 入 524,579,358

(3) 雑 収 益 24,988

(4) そ の 他 営 業 外 収 益 0 524,604,346

令和５年度　筑紫野市下水道事業損益計算書

（令和5年4月1日から令和6年3月31日まで）
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４４．．営営　　  業業  　　外外  　　費費  　　用用

(1) 支 払 利 息 104,263,270

(2) 雑 支 出 1,471,092 105,734,362 418,869,984

経 常 利 益 238,514,599

５５．．特特　　　　別別　　　　利利　　　　益益

(1) 固 定 資 産 売 却 益 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 33,381,595 33,381,595

６６．．特特　　　　別別　　　　損損　　　　失失

(1) 固 定 資 産 売 却 損 0

(2) 過 年 度 損 益 修 正 損 4,309,296

(3) そ の 他 特 別 損 失 0 4,309,296 29,072,299

267,586,898

1,447

301,832,000

569,420,345

前前 年年 度度 繰繰 越越 利利 益益 剰剰 余余 金金

当当 年年 度度 未未 処処 分分 利利 益益 剰剰 余余 金金

当当 年年 度度 純純 利利 益益

そそのの他他未未処処分分利利益益剰剰余余金金変変動動額額
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資　本　金

受贈財産
評 価 額

国庫補助金 県補助金
受益者
負担金

工　事
負担金

3,805,329,498 128,816,006 59,579,641 0 1,928,400 3,925,320

320,534,295 0 0 0 0 0

320,534,295 0 0 0 0 0

減 債 積 立 金 の 積 立 0 0 0 0 0 0

建 設 改 良 積 立 金 の 積 立 0 0 0 0 0 0

自 己 資 本 金 へ の 組 入 320,534,295 0 0 0 0 0

4,125,863,793 128,816,006 59,579,641 0 1,928,400 3,925,320

0 422,100 0 0 0 0

0 422,100 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

4,125,863,793 129,238,106 59,579,641 0 1,928,400 3,925,320

当 年 度 純 利 益

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 末 残 高

当 年 度 変 動 額

受 贈 財 産 の 受 入

補 助 金 の 受 入

受 益 者 負 担 金 の 受 入

自　己
資本金

議 会 の 議 決 に よ る 処 分 額

処 分 後 残 高

　資　本　剰　余

令和５年度筑紫野市

工 事 負 担 金 の 受 入

他 会 計 繰 入 金 の 受 入

前 年 度 末 残 高

前 年 度 処 分 額

（令和5年4月1日から
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(単位：円）

　金

他会計
負担金

その他
負担金

その他
補助金

資本剰余金
合　　　計

減　債
積立金

建設改良
積 立 金

未　処　分
利益剰余金

利益剰余金
合　　　計

21,952,235 40,027,390 0 256,228,992 0 0 622,367,742 622,367,742 4,683,926,232

0 0 0 0 301,832,000 0 △ 622,366,295 △ 320,534,295 0

0 0 0 0 301,832,000 0 △ 622,366,295 △ 320,534,295 0

0 0 0 0 301,832,000 0 △ 301,832,000 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 △ 320,534,295 △ 320,534,295 0

( 繰 越 利 益 剰 余 金 )

21,952,235 40,027,390 0 256,228,992 301,832,000 0 1,447 301,833,447 4,683,926,232

0 0 0 422,100 △ 301,832,000 0 569,418,898 267,586,898 268,008,998

0 0 0 422,100 0 0 0 0 422,100

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 267,586,898 267,586,898 267,586,898

0 0 0 0 △ 301,832,000 0 301,832,000 0 0

（ 当 年 度 未 処 分
利 益 剰 余 金 ）

21,952,235 40,027,390 0 256,651,092 0 0 569,420,345 569,420,345 4,951,935,230

剰　　　余　　　金

資本合計

下水道事業剰余金計算書

利　益　剰　余　金

令和6年3月31日まで）
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(単位：円）

4,125,863,793 256,651,092 569,420,345

301,832,000 0 △ 569,419,000

減 債 積 立 金 の 積 立 0 0 △ 267,587,000

建設改良積立金の積立 0 0 0

自己資本金への組入 301,832,000 0 △ 301,832,000

（繰 越 利 益 剰 余 金）

1,345

令和５年度　筑紫野市下水道事業剰余金処分計算書（案）

当 年 度 末 残 高

議会の議決による処分額

処 分 後 残 高

資 本 剰 余 金 未処分利益剰余金資　本　金

4,427,695,793 256,651,092
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（余白）
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( 単 位 ： 円 )

11..

土 地 221,747,257

建 物 140,738,525

減 価 償 却 累 計 額 △ 93,225,184 47,513,341

構 築 物 40,559,544,860

減 価 償 却 累 計 額 △ 18,804,906,147 21,754,638,713

機 械 及 び 装 置 281,650,615

減 価 償 却 累 計 額 △ 190,737,563 90,913,052

車 両 及 び 運 搬 具 3,237,587

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,075,706 161,881

工 具 器 具 及 び 備 品 3,604,800

減 価 償 却 累 計 額 △ 3,326,980 277,820

建 設 仮 勘 定 38,305,000

22,153,557,064

地 役 権 47,649,390

施 設 利 用 権 3,796,363,642

3,844,013,032

出 資 金 3,030,000

3,030,000

26,000,600,096

22..

1,964,249,591

426,560,402

△ 360 426,560,042

0

400,000

2,391,209,633

28,391,809,729

令和５年度　筑紫野市下水道事業貸借対照表
（令和6年3月31日）

資資　　　　産産　　　　のの　　　　部部

固固 定定 資資 産産

ハ

ニ

ホ

ヘ

(1) 有 形 固 定 資 産

イ

ロ

イ

ロ

無 形 固 定 資 産 合 計

(3) 投 資

ト

有 形 固 定 資 産 合 計

(2) 無 形 固 定 資 産

(1) 現 金 預 金

(2) 未 収 金

イ

投 資 合 計

固 定 資 産 合 計

流流 動動 資資 産産

流 動 資 産 合 計

資資 産産 合合 計計

貸 倒 引 当 金

(3) 前 払 金

(4) そ の 他 流 動 資 産
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33..

イ
建設改良等の財源に充て
る た め の 企 業 債

5,820,332,041

5,820,332,041

5,820,332,041

44..

イ
建設改良等の財源に充て
る た め の 企 業 債

592,929,100

592,929,100

135,824,308

イ 賞 与 引 当 金 6,965,000

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 1,407,000

8,372,000

0

2,500,000

400,000

740,025,408

55..

28,049,686,367

△ 11,170,169,317

16,879,517,050

23,439,874,499

66..

4,125,863,793

4,125,863,793

77..

イ 受 贈 財 産 評 価 額 129,238,106

ロ 国 庫 補 助 金 59,579,641

ハ 県 補 助 金 0

ニ 受 益 者 負 担 金 1,928,400

ホ 工 事 負 担 金 3,925,320

ヘ 他 会 計 負 担 金 21,952,235

ト そ の 他 負 担 金 40,027,390

チ 他 会 計 補 助 金 0

256,651,092

イ 減 債 積 立 金 0

ロ 利 益 積 立 金 0

ハ 建 設 改 良 積 立 金 0

ニ 当年度未処分利益剰余金 569,420,345

569,420,345

826,071,437

4,951,935,230

28,391,809,729

負負　　　　債債　　　　のの　　　　部部

固固 定定 負負 債債

(1) 企 業 債

企 業 債 合 計

(2) 未 払 金

(3) 引 当 金

企 業 債 合 計

固 定 負 債 合 計

流流 動動 負負 債債

(1) 企 業 債

(6) そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計

繰繰 延延 収収 益益

引 当 金 合 計

(4) 前 受 金

(5) 預 り 金

繰 延 収 益 合 計

負負 債債 合合 計計

資資　　　　本本　　　　のの　　　　部部

資資 本本 金金

(1) 長 期 前 受 金

(2) 収 益 化 累 計 額

(1) 資 本 剰 余 金

負負 債債 資資 本本 合合 計計

(1) 自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

剰剰 余余 金金

資 本 剰 余 金 合 計

(2) 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資資 本本 合合 計計
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注記

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 固定資産の減価償却の方法

イ． 有形固定資産

・減価償却の方法 定額法によっている。

・主な耐用年数

　建物 45年

　構築物 10～80年

　機械及び装置 18～20年

　工具・器具・備品 5～8年

　車両運搬具 4～5年

ロ． 無形固定資産

・減価償却の方法 定額法によっている。

・主な耐用年数

　施設利用権 50年

（２） 引当金の計上方法

イ． 退職給付引当金

ロ． 賞与引当金、法定福利費引当金

ハ． 貸倒引当金

（３） その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

イ． 消費税等の会計処理

  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

２． 貸借対照表等に関する注記

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担

（２） 賞与引当金、法定福利費引当金の取崩し

  本市は、退職手当組合の加入団体であり、公営企業会計においては、在籍職員に応じた
負担金を毎月拠出している。従来から、この負担金以外に不足額が生じても全額一般会計
が負担しているため、退職給付引当金は計上しない。

  職員の期末手当・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当事
業年度末における支給見込額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

  債権の不納欠損による損失に備えるため、実績等による回収不能見込額を計上している。

　令和5年6月に、賞与及びそれに係る法定福利費の支給のため、賞与引当金6,265,000円、法定
福利費引当金1,321,000円を取り崩した。

  貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還
予定のものも含む。）のうち、他会計が負担すると見込まれる額は3,071,952千円である。
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（３） 貸倒引当金の取崩し

　債権の不納欠損による損失が発生したため、貸倒引当金1,527,330円を取り崩した。

３． リース取引の処理方法

（１） リース会計に係る特例措置

（２） 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額

1年内 1,560,000 円

1年超 1,560,000 円

計 3,120,000 円

  所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた
会計処理によっている。
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（余白）
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令和５年度 筑紫野市下水道事業報告書 

 

１． 概 況 

（１） 総括事項 

下水道事業は、市民の生活環境の改善はもちろん、公共用水域の水質保全や浸水被害の防

除を図るため、地域性、社会的諸条件を勘案しながら効率的な下水道施設の整備と水洗化の

普及促進に努めています。 

本市では、３つの処理区に分け事業を実施しており、御笠川那珂川流域は昭和５０年度、

宝満川流域は昭和５９年度、宝満川上流流域は平成３年度から事業を開始し、御笠川那珂川

流域は昭和５８年度、宝満川流域は昭和６３年度、宝満川上流流域は平成１０年度からそれ

ぞれ供用を開始しています。令和５年度も管渠等の整備を計画的に推進しました。 

イ.営 業 

有収水量は 8,816,622 ㎥で前年度より 79,245 ㎥（約 0.9％）増加しましたが、１人１日

平均排水量は 240 ㍑で前年度とほぼ同じとなっています。 

下水道普及率は 95.3％で前年度より 0.1 ポイント増加しました。水洗化人口は 100,091

人となり前年度より 106 人増加し、処理区域内人口に対する水洗化率は 98.6％で前年同値

となっています。 

水洗化促進の取り組みとしては、未接続の世帯に対して接続の啓発を行いました。 

ロ.建設改良 

建設改良事業に 304,242,495 円（税込）を支出しました。 

主な工事としては、御笠川那珂川流域では針摺地区下水道管更生工事等、宝満川上流流域

ではちくし台団地下水道築造工事等を行いました。 

この結果、令和５年度末での整備総面積が 1631.3ha（68.8%）、管渠総延長が 400,290m と

なりました。 

内容については、２３ページの２.工事の項のとおりです。 

ハ.経理の状況 

収益的収支（税抜）において、収益的収入の総額は、2,202,940,982 円で、前年度と比較

し 32,641,626 円（1.5％）の減となりました。主な要因は、過年度損益修正益が減少したこ

とによるものです。 

収益的支出の総額は、1,935,354,084 円で、前年度と比較して 1,603,611 円（0.1％）の

増となりました。支払利息が減少したものの、減価償却費や資産減耗費等の増により、前年

並みとなっています。 

この結果、本年度の損益収支においては 267,586,898 円の純利益となりました。 

資本的収支（税込）において、資本的収入の総額は、523,899,880 円で、前年度と比較し
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109,697,705 円（17.3％）の減となりました。主な要因は、公共下水道事業債、国庫補助金

等が減少したことによるものです。 

資本的支出の総額は、938,529,576 円で、前年度と比較し 160,938,056 円（14.6％）の減

となりました。主な要因は、工事請負費等が減少したことによるものです。 

この資本的収支で不足する額 414,629,696 円は当年度分消費税及び地方消費税資本的収

支調整額11,009,673円、過年度分損益勘定留保資金101,788,023円、減債積立金301,832,000

円で補てんしました。 

以上が令和５年度決算の概要であります。 

今後の下水道事業の経営には、人口増加率の鈍化や、環境変化に伴う自然災害のリスクの

高まりや物価の上昇、下水道設備の老朽化など、多様な課題への適切な対応と可能な限りの

事前対策が求められます。 

これからも「衛生的で快適な下水道サービス」を将来にわたり継続して提供していくため

に、国、県、近隣事業体の動向を注視し、引き続き効率的な事業運営に取り組んでまいりま

す。 

（２）経営指標に関する事項 

令和５年度決算における経営成績について、経営の健全性を示す経常収支比率は、前年度

比 1.11 ポイント増の 112.35％となり、健全経営の水準とされる 100％を上回っています。

また、使用料水準の評価となる経費回収率は、前年度比 2.29 ポイント増の 107.72％となり、

使用料で回収すべき経費をすべて使用料でまかなえている状況です。 

一方、償却対象資産の減価償却の状況を示す有形固定資産減価償却率は前年度比1.55ポイ

ント増の46.59％であり、法定耐用年数を経過した管路延長の割合を示す管渠老朽化率は

0.09％となっています。将来の管路更新に備え、修繕や事業費の平準化を図り、計画的な企

業経営を行っていきます。 

 

 

＜経営指標の推移＞

R1 R2 R3 R4 R5

経常収支比率 110.97% 111.60% 111.99% 111.24% 112.35%

経費回収率 106.59% 108.50% 109.08% 105.43% 107.72%

有形固定資産減価償却率 40.48% 42.10% 43.69% 45.04% 46.59%

管渠老朽化率 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.09%  

＜経営指標の推移＞

R1 R2 R3 R4 R5

経常収支比率 110.97% 111.60% 111.99% 111.24% 112.35%

経費回収率 106.59% 108.50% 109.08% 105.43% 107.72%

有形固定資産減価償却率 40.48% 42.10% 43.69% 45.04% 46.59%

管渠老朽化率 0.00% 0.00% 0.00% 0.00% 0.09%
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（３）議会議決事項

（４）行政官庁認可等事項

　　該当事項なし

認定　第１３号
 令和４年度筑紫野市下水道事業会計剰余金の
 処分及び決算の認定について

R5.12.1

R6.2.27

議決等年月日議　決　事　項

議案　第３４号

議案　第２２号

議案　第７７号
 令和５年度筑紫野市下水道事業会計補正予算
 （第１号）について

R5.12.19

 令和５年度筑紫野市下水道事業会計補正予算
 （第３号）について

 令和６年度筑紫野市下水道事業会計予算に
 ついて

議案番号 提出年月日

R6.3.26

R6.3.26

R5.12.19

R5.9.26

 令和５年度筑紫野市下水道事業会計補正予算
 （第２号）について

議案　第１３号

R5.12.1議案　第７８号

R6.2.27

R5.8.31

R6.2.27 R6.3.26
筑紫野市水道事業及び下水道事業の設置等に関す
る条例の一部を改正する条例の制定について
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（５）職員に関する事項

イ．職員数

職　　名 摘要

※(　)内は再任用短時間勤務職員（外数）

ロ．職員の給与改定

令和5年4月1日をもって、国家公務員給与改定に準じて職員給与を改定しました。

（６）使用料その他供給条件の設定、変更に関する事項

　　該当事項なし

令和5年3月31日
現在

令和6年3月31日
現在

増減

部　　長 0 0 0

課　　長 1 1 0

課長補佐 0 0 0

係　　長 3 3 0

事務職員 (0) 6 (0) 6 (0) 0

技術職員 (0) 3 (0) 3 (0) 0

0計 (0) 13 (0) 13 (0)
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（７）そ　の　他

① 一般会計繰入金の総額　400,991,000 円の使途について

（款）下水道事業収益　（項）営業収益　　（目）他会計負担金　　125,690,000 円

（款）資本的収入　　　（項）負担金 （目）他会計負担金　　275,301,000 円

イ 他会計負担金（収益的収入分）125,690,000 円については

・雨水処理に要する経費として、減価償却費に31,528,699 円（特定収入以外）､

企業債償還利子に6,175,089 円（特定収入以外）、職員給与費に675,212 円（特定収入以外）及び

補助金に147,000円（特定収入以外）それぞれ充当した。

・下水の規制に関する経費として、職員給与費に7,017,546 円（特定収入以外）充当した。

・水洗便所改造に係る改造命令に関する経費として、職員給与費に2,339,182 円（特定収入以外）充当した。

・資本費平準化債の償還に係る経費として、企業債償還利子に651,332 円（特定収入以外）充当した。

・高度処理に要する経費として、企業債償還利子に22,481,500 円（特定収入以外）充当した。

・流域下水道に要する経費として、企業債償還利子に11,320,080 円（特定収入以外）充当した。

・分流式下水道等に要する経費として、減価償却費に13,144,710 円（特定収入以外）、企業債償還利子に

7,400,000 円（特定収入以外）それぞれ充当した。

・資本費対策経費として、企業債償還利子に22,809,650 円（特定収入以外）充当した。

ロ 他会計負担金（資本的収入分）275,301,000 円については、

・雨水処理に要する経費として、雨水用地に係る企業債償還元金に268,512 円（特定収入以外）充当した。

・流域下水道建設に要する経費として、

課税仕入以外の財源として発行した企業債償還元金に22,049,976 円（特定収入以外）、

課税仕入の財源として発行した企業債償還元金に18,701,172 円（特定収入）それぞれ充当した。

・資本費平準化債の償還に係る経費として、

課税仕入以外の財源として発行した企業債償還元金に15,367,383 円（特定収入以外）、

課税仕入の財源として発行した企業債償還元金に10,024,434 円（特定収入）それぞれ充当した。

・臨時財政特例債等以外の償還に係る経費として、

課税仕入以外の財源として発行した企業債償還元金に79,116,071 円（特定収入以外）、

課税仕入の財源として発行した企業債償還元金に129,773,452 円（特定収入）それぞれ充当した。

②受益者負担金の使途について

（款）資本的収入　（項）負担金　（目）受益者負担金　　14,687,100 円

イ 受益者負担金14,687,100 円については

・公共下水道整備に要する経費として、

職員給与費に14,687,100 円（特定収入以外）充当した。

③工事負担金の使途について

（款）資本的収入　（項）負担金　（目）工事負担金　　19,911,780 円

イ 工事負担金19,911,780円については、

・公共下水道整備に要する経費として、

工事請負費に12,516,877円（特定収入）充当した。

・流域下水道建設に要する経費として、

負担金に7,394,903円（特定収入）充当した。

➃国庫補助金の使途について

（款）資本的収入　（項）補助金　（目）国庫補助金　　51,600,000 円

イ 国庫補助金51,600,000 円については

・公共下水道整備に要する経費として、

委託料・工事請負費に51,600,000 円（特定収入）充当した。
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２．工　　事

（１）建設工事等の概況
イ．管渠築造工事等

（単位：円）

契 約 日 補 助

R5.11.9

更生管　φ200 Ｌ＝ 197.12m R5.11.10

～

R6.2.29

R5.11.9

更生管　φ200 Ｌ＝ 40.48m R5.11.10

～

更生管　φ250 Ｌ＝ 130.27m R6.2.29

R5.11.8

復旧長 Ｌ＝ 24.20m R5.11.9

～

R6.3.15

R5.6.8

塩ビ管（開削）φ200 Ｌ＝ 619.98m R5.6.9

～

R6.1.31

ロ．測量設計等業務委託

（単位：円）

契  約  日 補 助

R5.6.29

R5.6.30

～

R5.11.29

補助
単独

㈱雄組

補助
単独

４
ちくし台団地５工区
下水道築造工事

宝満川上流流域関連公共下水道事業

50,549,400

１
針摺地区３工区
下水道管更生工事

御笠川那珂川流域関連公共下水道事業

18,670,300

工　事　名 工  事  内  容
契約金額

（税　込）

２
針摺地区４工区
下水道管更生工事

契約の相手方

筑紫野市下水道ストックマネジメント計画に伴う管路調査業務委託
（二日市Ｂ）

御笠川那珂川流域関連公共下水道事業

17,734,200
補助
単独

工　　期 単 独

佐和屋産業㈱

㈱テクノユース

１ 23,098,900
補助
単独

委　託　業　務　名
契約金額

（税　込）

佐和屋産業㈱

契約の相手方

工　　期 単 独

３
藪の元雨水幹線
災害復旧工事

御笠川那珂川流域関連公共下水道事業

12,873,300 単独 ㈱宮尾組
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３．業　　務

（１）業　務　量

事 項 単位 令和５年度 令和４年度 対前年度比較 備　考

行 政 人 口 人 106,451 106,473 △ 22

処 理 区 域 内 人 口 人 101,461 101,398 63

普 及 率 ％ 95.3 95.2 0.1

水 洗 化 人 口 人 100,091 99,985 106

水 洗 化 戸 数 戸 45,274 44,808 466

水 洗 化 率 ％ 98.6 98.6 0.0

全 体 計 画 面 積 h a 2,372.7 2,372.7 0.0

整 備 面 積 h a 1,631.3 1,629.2 2.1

整 備 率 ％ 68.8 68.7 0.1

管 渠 総 延 長 ｍ 400,290 398,867 1,423

有 収 水 量 ㎥ 8,816,622 8,737,377 79,245
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（２）事業収入に関する事項 (単位：円)

科 目 令和５年度 令和４年度 備考

１． 2,202,940,982 2,235,582,608 △ 32,641,626 △ 1.5

１． 1,644,955,041 1,631,729,611 13,225,430 0.8

１．下 水 道 使 用 料 1,518,602,267 1,501,407,621 17,194,646 1.1

２．他 会 計 負 担 金 125,690,000 129,680,000 △ 3,990,000 △ 3.1

３．受 託 事 業 収 益 0 0 0

４．そ の 他 営 業 収 益 662,774 641,990 20,784 3.2

２． 524,604,346 514,491,127 10,113,219 2.0

１．受取利息及び配当金 0 2,843 △ 2,843 皆減

２．長 期 前 受 金 戻 入 524,579,358 514,408,641 10,170,717 2.0

３．雑 収 益 24,988 79,643 △ 54,655 △ 68.6

４．その他営業外収益 0 0 0

３． 33,381,595 89,361,870 △ 55,980,275 △ 62.6

１．固 定 資 産 売 却 益 0 0 0

２．過年度損益修正益 33,381,595 89,361,870 △ 55,980,275 △ 62.6

（３）事業費に関する事項 (単位：円)

科 目 令和５年度 令和４年度 備考

１． 1,935,354,084 1,933,750,473 1,603,611 0.1

１． 1,825,310,426 1,811,742,561 13,567,865 0.7

１．管 渠 費 29,523,004 30,512,949 △ 989,945 △ 3.2

２．受 託 事 業 費 0 0 0

３．
流 域 下 水 道
維 持 管 理 負 担 金

794,643,685 788,947,748 5,695,937 0.7

４．業 務 費 20,258,182 20,931,819 △ 673,637 △ 3.2

５．総 係 費 77,688,150 80,706,137 △ 3,017,987 △ 3.7

６．減 価 償 却 費 869,776,772 863,054,778 6,721,994 0.8

７．資 産 減 耗 費 33,420,633 27,589,130 5,831,503 21.1

２． 105,734,362 117,584,730 △ 11,850,368 △ 10.1

１．支 払 利 息 104,263,270 116,313,306 △ 12,050,036 △ 10.4

２．雑 支 出 1,471,092 1,271,424 199,668 15.7

３． 4,309,296 4,423,182 △ 113,886 △ 2.6

１．固 定 資 産 売 却 損 0 0 0

２．過年度損益修正損 4,309,296 4,423,182 △ 113,886 △ 2.6

３．そ の 他 特 別 損 失 0 0 0

率（％)

特 別 損 失

－

－

下 水 道 事 業 費 用

営 業 費 用

営 業 外 費 用

－

－

比較増減額

比較増減額

下 水 道 事 業 収 益

営 業 収 益

営 業 外 収 益

－

特 別 利 益

－

率（％)

－ 26 －



４．会 計

（１）重要契約の要旨

 該　当　な　し

（２）企業債及び一時借入金の概況

イ．企　業　債
(単位：円)

令 和 ４ 年 度 末 令 和 ５ 年 度 令 和 ５ 年 度 令 和 ５ 年 度 末

現 在 高 発 行 額 償 還 額 現 在 高

Ａ Ｂ Ｃ Ａ+Ｂ-Ｃ

財務省資金運用部
及び財政融資資金

4,591,714,363 162,400,000 302,231,078 4,451,883,285

かんぽ生命保険
（旧日本郵政公社）

5,875,519 1,126,527 4,748,992

地方公共団体
金 融 機 構

2,118,185,223 269,822,195 1,848,363,028

筑 紫 農 業
協 同 組 合

50,318,770 28,720,259 21,598,511

信金中央金庫 87,980,070 22,063,375 65,916,695

福 岡 銀 行 31,074,277 10,323,647 20,750,630

合　　計 6,885,148,222 162,400,000 634,287,081 6,413,261,141

ロ．一時借入金

 本年度は、一時借入金は不用であった。

借　入　先
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１　業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 267,586,898

減価償却費 869,776,772

固定資産除却費 33,420,633

貸倒引当金の増減額 △ 465,330

引当金の増減額 △ 1,961,000

長期前受金戻入額 △ 524,579,358

受取利息及び受取配当金 0

支払利息 104,263,270

有価証券売却損益 0

未収金の増減額（△は増加） 9,697,636

その他の流動資産の増減額（△は増加） 0

未払金の増減額（△は減少） 509,522

前受金の増減額（△は減少） 0

その他の流動負債の増減額（△は減少） △ 100,000

小計 758,149,043

利息及び配当金の受取額 0

利息の支払額 △ 104,263,270

業務活動によるキャッシュ・フロー 653,885,773

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 265,343,745

有形固定資産の売却による収入 0

無形固定資産の取得による支出 △ 74,254,748

無形固定資産の売却による収入 0

有価証券の売却による収入 0

国庫補助金等による収入 69,474,000

負担金による収入 292,282,621

投資活動によるキャッシュ・フロー 22,158,128

３　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための

企業債による収入 162,400,000

建設改良費等の財源に充てるための

企業債の償還による支出 △ 634,287,081

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 471,887,081

資金の増加額（又は減少額） 204,156,820

資金期首残高 1,760,092,771

資金期末残高 1,964,249,591

令和５年度　筑紫野市下水道事業会計キャッシュ・フロー計算書

( 単 位 ： 円 )
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　収益的収入及び支出明細書

収益的収入
　　　　（注）備考欄の○は課税、△は不課税、×は非課税である。

（単位：円）

節 金　　額

1.
下水道事業
収 益

2,202,940,982

1. 営 業 収 益 1,644,955,041

1. 下 水 道 使 用 料 1,518,602,267

下 水 道 使 用 料 1,518,602,267 ○

2. 他 会 計 負 担 金 125,690,000

雨水処理負担金 38,526,000 △ 一般会計負担金

そ の 他 負 担 金 87,164,000 △ 一般会計負担金

3. 受 託 事 業 収 益 0

受 託 事 業 収 益 0

4. その他営業収益 662,774

手 数 料 655,500 × 督促手数料　他

雑 収 益 7,274 ○

2. 営業外収益 524,604,346

1.
受 取 利 息
及 び 配 当 金

0

預 金 利 息 0

2. 長期前受金戻入 524,579,358

長 期 前 受
受贈財産評価額戻入 79,797,525 △

長 期 前 受
国 庫 補 助 金 戻 入 232,092,359 △

長 期 前 受
県 補 助 金 戻 入 1,781,843 △

長 期 前 受
受益者負担金戻入 41,825,576 △

長 期 前 受
工 事 負 担 金 戻 入 18,122,596 △

長 期 前 受
他会計負担金戻入 141,073,438 △

長 期 前 受
その他負担金戻入 41,091 △

長 期 前 受
他会計補助金戻入 9,844,930 △

備　　　考款 項 目
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（単位：円）

節 金　　額

3. 雑 収 益 24,988

そ の 他 雑 収 益 24,988
○
×

4.
そ の 他
営 業 外 収 益

0

有 価 証 券
売 却 収 益

0

3. 特 別 利 益 33,381,595

1.
固 定 資 産
売 却 益

0

固 定 資 産
売 却 益

0

2.
過 年 度 損 益
修 正 益

33,381,595

過 年 度 損 益
修 正 益

33,381,595 ○
 宝満川処理場建設負担
金資産減耗分精算 他

款 項 目 備　　　考
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収益的支出

（単位：円）

節 金　　額

1.
下水道事業
費 用

1,935,354,084

1. 営 業 費 用 1,825,310,426

1. 管 渠 費 29,523,004

備 消 品 費 0

光 熱 水 費 77,739 ○ 水道料金

通 信 運 搬 費 88,940 ○ 電話料金

賃 借 料 125,739 × 汚水管渠埋設用地賃借料

修 繕 費 2,392,000 ○ ポンプ場修理　他

動 力 費 3,383,839 ○ ポンプ場電気料金

保 険 料 98,247 × 賠償責任保険料 他

委 託 料 14,431,700 ○ ポンプ場維持管理委託 他

工 事 請 負 費 8,924,800 ○ 管渠補修工事

2. 受 託 事 業 費 0

受 託 事 業 費 0

3.
流域下水道維持
管 理 負 担 金

794,643,685

負 担 金 794,643,685 ○ 流域維持管理負担金

4. 業 務 費 20,258,182

委 託 料 20,258,182 ○ 下水道使用料徴収事務委託料

5. 総 係 費 77,688,150

給 料 30,594,000 △ 予算　30,594,000円

手 当 15,628,261
○
△

予算　16,811,000円

報 酬 0

法 定 福 利 費 9,305,200 × 予算　10,588,000円

退 職 負 担 金 3,671,280 △

厚 生 費 139,048 ○ 職員互助会負担金

旅 費 11,184 ○

備　　　考款 項 目
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（単位：円）

節 金　　額

被 服 費 35,660 ○

備 消 品 費 114,188 ○

燃 料 費 111,043 ○ ガソリン代

印 刷 製 本 費 228,400 ○ 決算書等印刷　他

通 信 運 搬 費 17,786 ○
特定施設等水質検査通知
他

手 数 料 46,800
○
×

公用車車検代行手数料他

賃 借 料 60,480 ○ 会計システムリース料

修 繕 費 173,390 ○ 公用車修繕

研 修 費 71,273 ○

負 担 金 5,291,873
○
△

 会計年度任用職員負担金、
庁舎維持管理負担金 他

補 助 金 147,000 △
 雨水貯留タンク設置
補助金

保 険 料 68,364 × 自動車損害共済分担金 他

公 課 費 6,600 △ 公用車車検重量税

委 託 料 5,279,320 ○ 下水道台帳作成委託　他

賞与引当金繰入額 4,685,000 △

法定福利引当金
繰 入 額

940,000 △

貸倒引当金繰入額 1,062,000 △

6. 減 価 償 却 費 869,776,772

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

732,470,904 △

無 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

137,305,868 △

7. 資 産 減 耗 費 33,420,633

固定資産除却費 33,420,633 △

2. 営業外費用 105,734,362

1. 支 払 利 息 104,263,270

企 業 債 利 息 104,263,270 × 企業債償還利子

一時借入金利息 0

2. 雑 支 出 1,471,092

そ の 他 雑 支 出 1,471,092 ○
 漏水減額等による過年度
収納分使用料還付金

備　　　考款 項 目
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（単位：円）

節 金　　額

3. 特 別 損 失 4,309,296

1.
固 定 資 産
売 却 損

0

有形固定資産
売 却 損

0

2.
過 年 度 損 益
修 正 損

4,309,296

過 年 度 損 益
修 正 損

4,309,296 ○
 宝満川処理場建設負担
金資産減耗分精算 他

3. その他特別損失 0

その他特別損失 0

備　　　考款 項 目
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　資本的収入及び支出明細書

資本的収入

（単位：円）

節 金　　額

1. 資本的収入 523,899,880

1. 企 業 債 162,400,000

1. 企 業 債 162,400,000

公 共 下 水 道
事 業 債

92,600,000 △

流 域 下 水 道
事 業 債

69,800,000 △

2. 補 助 金 51,600,000

1. 国 庫 補 助 金 51,600,000

下 水 道 整 備
国 庫 補 助 金

51,600,000 △

3. 負 担 金 309,899,880

1. 受益者負担金 14,687,100

受益者負担金 14,013,811 △

受益者分担金 673,289 △

2. 工 事 負 担 金 19,911,780

工 事 負 担 金 19,911,780 △

3. 他会計負担金 275,301,000

他会計負担金 275,301,000 △

4. その他負担金 0

その他負担金 0

4.
固 定 資 産
売 却 代 金

0

1.
固 定 資 産
売 却 代 金

0

固 定 資 産
売 却 代 金

0

備　　　考款  項 目
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資本的支出

（単位：円）

節 金　　額

1. 資本的支出 913,915,865

1. 建設改良費 279,628,784

1.
公 共 下 水 道
整 備 費

205,278,447

給 料 15,859,200 △ 予算　15,860,000円

手 当 8,470,894
○
△

予算 　9,232,000円

法 定 福 利 費 4,987,294 × 予算 　5,085,000円

退 職 負 担 金 1,903,104 △

旅 費 0

被 服 費 90,723 ○ 作業服　他

備 消 品 費 698,900 ○

燃 料 費 126,079 ○ ガソリン代

印 刷 製 本 費 0

通 信 運 搬 費 0

手 数 料 12,800
○
×

公用車車検代行手数料他

賃 借 料 2,134,286 ○ 積算システムリース料他

修 繕 費 23,650 ○ 公用車修繕

保 険 料 18,040 × 公用車車検自賠責保険料

公 課 費 6,600 △ 公用車車検重量税

委 託 料 27,929,000 ○ 設計委託 他

工 事 請 負 費 140,198,800 ○ 下水道築造工事　他

工 事 負 担 金 0

補 償 費 0

厚 生 費 72,077 ○ 職員互助会負担金

研 修 費 0

賞与引当金繰入額 2,280,000 △

法定福利引当金
繰 入 額

467,000 △

款 項 目 備　　　考
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（単位：円）

　 款    項 　　目 節 金　　額

2.
流 域 下 水 道
建 設 負 担 金

74,254,748

負 担 金 74,254,748 ○ 流域下水道建設負担金

3.
受益者負担金
経 費

95,589

印 刷 製 本 費 90,300 ○ 納付書等印刷　他

通 信 運 搬 費 3,210 ○ 郵便料

手 数 料 530 ○ 口座振替手数料

委 託 料 1,549 ○ 収納処理委託料

4. 資 産 購 入 費 0

土 地 0

車両及運搬具 0

工具器具及備品 0

2.
企 業 債
償 還 金

634,287,081

1. 企業債償還金 634,287,081

企業債償還金 634,287,081 △ 企業債償還元金

備　　　考
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